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審査請求人
那須塩原市■
■ - -
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！ 処分庁
那須塩原市福祉事務所長

上記審査請求人が平成２５年１１月５日に提起した上記処分庁の生活保護廃止決定処
分に対する審査請求について、次のとおり裁決します。

主 文

処分庁が平成２５年９月１１日付けで行った生活保護廃止決定処分（以下「本件処分」
という｡）を取り消す。

由．理

１ 事 実
処分庁は、平成２５年９月９日に審査請求人（以下「請求人」という｡）が労役場留

置となったため、請求人に対し、平成２５年９月１１日付けで生活保護法（昭和２５
年法律第１４４号。以下「法」という｡）による本件処分を行った。

２審査請求の趣旨及び理由
（１）審査請求の趣旨

本件処分の取消しを求めるものである。ｉ
（２）審査請求の理由

本件審査請求の理由は、概ね次のとおりであり、請求人は、このことから本件処
分は違法、不当であると主張しているものと解される。
平成２５年９月１０日付けで保護を廃止し、本人が受け取っていない４６，５
６４円を過支給として役場精算としたのは問題である。

３処分庁の主張及び理由
処分庁の主張は、概ね次のとおりであり、本件審査請求を棄却する裁決を求める、

60/6２



というものである。
請求人は、９月９日に収監され、６０日間の労役に服することから、９月１０日付

-

凸
図
０
８

４認定事実及び判断 Ｉ（１）認定事実
ア請求人は、暴行罪により、平成２４年１２月６日に罰金３０万円の刑が確定
た。
イ請求人は、罰金を完納することができないため、平成２５年９月９日から労役
場に留置された。留置期間は６０日間であった。
ウ処分庁は、平成２５年９月１１日に、９月１０日付けで保護廃止とする本件処
分を行った。９月分保護費については、９月９日までの分は定例支給日（９月５
日）に支給し、９月１０日以降の分である過支給額４６，５６４円は､請求人の
収監を確認した上で役場精算とした。
エ請求人は、平成２５年１１月５日に、本件処分を不服として審査請求を提起し
た｡

（２）判断
法第２６条は、「保護の実施機関は､被保護者が保護を必要としなくなったときは、
すみやかに、保護の停止又は廃止を決定し」なければならないと規定している。
また、「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（昭和３８年４月１
日付け社保第３４号厚生省社会局保護課長通知。以下「課長通知」という｡）問（第
１０の１２）において「保護の停止又は廃止の基準」が定められており、それによ
れば、「おおむね６箇月以内に再び保護を要する状態になることが予想されるとき」
は、保護を廃止するのではなく、保護を停止すべきとしている。
これを本件についてみると、請求人は、労役場留置となったことにより、最低生

活を維持するだけの需要は賄われるため、保護を必要としなくなったものであるが、
その期間は予め６０日間と判明していた。また、留置開始時において、就労先が決
まっており、留置終了後に自立の目途が立っているなど、留置開始から６箇月を超
えて保護を要しない状態が継続することが予想されたとは認められない。よって、
処分庁は保護を廃止するのではなく、保護を停止し、留置終了後に再開の是非を検
討すべきであったと考えられる。
以上により、本件処分は不当であると認められる。

以上、本件審査請求には理由があるから、行政不服審査法（昭和３７年法律第１
６０号）第４０条第３項の規定により、主文のとおり裁決する。
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平成２６年１月２１日

壱田栃木県知事福田
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